予算要求資料
平成26年度当初予算　　　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名　被ばく医療対策設備整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内2536）

　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　22,000千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪地域医療再生臨時特例基金≫
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	22,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,000

	決定額
	22,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成24年に原子力災害特別措置法及び原子力災害対策指針が改正され、岐阜県の一部がＵＰＺ（緊急時防護措置準備区域）に該当することとなった。また、岐阜県独自の放射性物質拡散シミュレーション結果もふまえ、岐阜県地域防災計画に原子力災害対策編を新たに策定し、平成25年3月に県地域防災計画の変更が行われたところである。
　・県地域防災計画「原子力災害対策計画」において、県は、救護所での活動体制の整備として、体表面汚染測定資機材、除染資機材、安定ヨウ素剤等の確保整備に努めることとしており、県医療救護チームは原子力災害時には、医療救護所を設置し、スクリーニング、簡易な除染、安定ヨウ素剤配布・服用に関することなどを行うこととされている。

　・原子力災害時における医療救護所は、放射線被ばく又は放射能に汚染された避難住民のスクリーニング等を行うことから、2次被ばく・汚染を防ぐために施設内の防護、スクリーニング要員等のスタッフの防護を行う必要があり、また簡易除染のための避難住民の着替えやプライバシー保護の資材の準備等が必要である。
（２）事業内容

　・医療救護所における施設内防護のための養生シート、スタッフの防護服、簡易除染のための着替え、プライバシー保護用の資機材等を整備し、原子力災害時の被ばく医療に対する体制整備を行う。
　・県独自の放射性物質拡散シミュレーションの結果、安定ヨウ素剤の配布、服用の可能性がある４市町分の救護所設置・運営用資機材整備を行う。
　　　5,500千円／1カ所×4カ所分＝22,000千円

　　　（１カ所当たり内訳）　消耗品費　4,303千円、備品購入費　1,197千円

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	消耗品費
	17,212
	床等養生シート、ディスポ白衣・キャップ、救急セットなど

	備品購入費
	4,788
	折りたたみ式ストレッチャー、パーテーション

	合計
	22,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・岐阜県地域防災計画【原子力防災対策計画】

　　　第２章－第１２節－１活動用資機材の整備

県は、国から整備すべき医療資機材に関する情報提供を受け、放射線測定資機材、体表面汚染測定資機材、除染資機材、安定ヨウ素剤、応急救護用医薬品等の資機材の確保・整備に努める。
（２）後年度の財政負担
　・整備予定の個人被ばく線量計については、年１回の点検・校正が必要である。後年度、費用負担が発生することを踏まえて、その整備数等について検討の上、整備する。

・平成27年度以降については、県独自シミュレーションにより年間実効線量が20mSv以上となる可能性が示された地域の避難計画の内容により、追加整備の必要性を検討する。
（３）事業主体及びその妥当性
・原子力災害時の医療救護所の設置・運営は、原子力防災対策計画上、県医療救護チームの役割であり、県が必要な資機材の整備を図る必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成26年度までに、ＵＰＺ内である１町、県独自シミュレーションの結果、安定ヨウ素剤の配布、服用の可能性がある４市町、計５市町に各1箇所分の医療救護所設置・運営用の資機材整備を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	対象５市町分の医療救護所設置・運営用資機材整備状況
	0市町
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	0
（H25）
	5
（H26 ）
	０％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成25年度中に、ＵＰＺ内である１町における医療救護所設置・運営用の資機材整備を進める。当該１町の担当部局との打合せを始めており、資機材の設置場所、整備する資機材等について、協議を進めているところである。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ＵＰＺ内の1町における医療救護所設置・運営用の資機材整備が完了する。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	国の原子力災害対策指針改正をうけ、県地域防災計画の原子力災害対策編に盛り込まれた内容に沿い、原子力災害時の医療救護所におけるスクリーニング等の活動に必要なものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　ＵＰＺ内の１町に資機材を整備し、有事の際の備えを図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	今回の事業では、当面、最低限必要となるものとして救護所設置のための資機材を、安定ヨウ素剤配布の可能性がある５市町分整備するものである。また、整備時期は各市町の地域防災計画に原子力災害対策が盛り込まれた翌年度に行う計画であり、地域の実情に応じた必要な整備が可能となる計画としている。資機材の設置場所についても、各市町と協議の上、救護所設置予定場所又はその近接した場所に保管することを予定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本事業は、スクリーニング、安定ヨウ素剤の配布等の実施場所・方法と密接に関連するため、県防災部局及び対象市町村とも十分協議し、緊急被ばく医療活動計画の内容に即した整備（整備内容・場所、運用方法等）を行うことが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成25年度にＵＰＺ内である１町分を整備し、平成26年度中に、県独自シミュレーションにより、安定ヨウ素剤の配布、服用の可能性がある４市町分を整備する。平成27年度以降については、同じく年間実効線量が20mSv以上となる可能性が示された地域の避難計画の内容により、追加整備の必要性を検討していく。


